
平成27年度 普通交付税等について

（奈良県分・県内市町村分）

本日、総務省において平成27年度の普通交付税及び地方特例交付金等の交付額等

が決定され、閣議報告、了承されたところです。

本県の県分及び市町村分の交付額等及びその内容は、次のとおりです。

１．奈良県の普通交付税等算定結果 ・・・・・・ １

２．対前年度の主な増減要素 ・・・・・・ ５

３．県内市町村の状況 ・・・・・・ ６

（参考）地方財政計画における税収と実質的な交付税の状況 ・・・・・・ ７

４．地方特例交付金算定結果 ・・・・・・ ８

（参考）歳入予算額に占める交付税の割合 ・・・・・・ １０
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【　県　　　　　分　】

（単位：百万円、％）

平成２７年度 平成２６年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

 普通交付税＋臨時財政対策債　 ア
183,144 187,096 ▲ 3,953 ▲ 2.1 ▲ 7.6

　基準財政需要額

（臨時財政対策債振替前）

イ 296,717 288,523 8,194 2.8 2.2 

　基準財政収入額 ウ
113,273 101,228 12,044 11.9 13.5 

【　県内市町村分　】

（単位：百万円、％）

平成２７年度 平成２６年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

 普通交付税＋臨時財政対策債　 ア 135,043 134,926 117 0.1 ▲ 3.0

　基準財政需要額

（臨時財政対策債振替前）

イ 279,359 274,608 4,751 1.7 1.1

　基準財政収入額 ウ
144,025 139,485 4,541 3.3 4.0 

※「普通交付税＋臨時財政対策債ア」と、「イ－ウ」の額の差は総務省調整額

※表示単位未満を四捨五入しているため、A-BとCが一致しない場合がある。

全国交付団体

平均増減率

全国交付団体

平均増減率
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平成２７年度普通交付税等の特徴について

１． 平成２７年度の地方財政計画においては、地方創生のための財源等の上乗せにより、一般財源総額が

前年度に比べ１兆１，９０８億円（２．０％）の増となったが、地方税等収入の増加が見込まれ、実質的な交

付税（普通交付税＋臨時財政対策債）は、１兆１，９３０億円（５．６％）の減少。

その内訳は、臨時財政対策債が１兆７０２億円の大幅な減少となる一方で、普通交付税が１，２２８億

円の減少にとどめられており、一般財源の質が改善（地方の起債額が減少）。

２．「県分」について

基準財政需要額は、地方財政計画における歳出特別枠（「地域経済基盤強化・雇用等対策費」）減少

の影響等があったものの、人口減少等特別対策事業費の新設、社会保障関係経費及び公債費の増等

により、増加。

しかし、地方消費税や法人事業税等の増による基準財政収入額の増加額が、基準財政需要額の増

加額を上回ったため、実質的な交付税は前年度に比べ３，９５３百万円（２．１％）減少。

その内訳は、臨時財政対策債が６，３０１百万円と大幅に減少した一方で、普通交付税が２，３４８百

万円増加。

３．「市町村分」について

基準財政需要額は、地方財政計画における歳出特別枠（「地域経済基盤強化・雇用等対策費」）減少

の影響等があったものの、人口減少等特別対策事業費の新設や地域の元気創造事業費の増等により、

増加。

一方、地方消費税交付金等の増により基準財政収入額は増加したものの、基準財政需要額の増を下

回ったため、実質的な交付税は前年度に比べ１１７百万円（０．１％）増加。

その内訳は、臨時財政対策債が２，１１１百万円減少した一方で、普通交付税が２，２２８百万円増加。



税収と実質的な交付税の状況（Ｈ２３～Ｈ２７）

実質的な交付税（普通交付税＋臨時財政対策債）の県分は５年続けて減少、市町村分は２年

ぶりに増加。
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【 県 分 】 【 市町村分 】

普通交付税・臨財債は決定額(H23~26は当初決定額）。税収入は、H23～25は決算額、H26は最終予算額、H27は当初予算額（県分は６月補正後予算額）。（表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値と合計は一致しない。)
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（単位：千円・％）平成２７年度 平成２６年度市町村名 普通交付税 臨時財政対策 合計 普通交付税 臨時財政対策 合計 増減額 増減率交付決定額 債発行可能額 Ａ＋Ｂ 交付決定額 債発行可能額 Ｄ＋Ｅ Ｃ－Ｆ Ｇ/Ｆ×100Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ奈 良 県 150,690,315 32,453,462 183,143,777 148,342,432 38,754,065 187,096,497 ▲ 3,952,720 ▲ 2.1 奈 良 市 14,239,136 6,459,741 20,698,877 14,915,733 7,000,972 21,916,705 ▲ 1,217,828 ▲ 5.6 大 和 高 田 市 6,263,287 971,135 7,234,422 6,088,446 1,044,196 7,132,642 101,780 1.4 大 和 郡 山 市 4,353,225 1,480,890 5,834,115 4,087,336 1,756,251 5,843,587 ▲ 9,472 ▲ 0.2 天 理 市 4,896,888 1,053,907 5,950,795 4,803,591 1,158,458 5,962,049 ▲ 11,254 ▲ 0.2 橿 原 市 5,509,418 1,874,098 7,383,516 5,449,457 2,104,961 7,554,418 ▲ 170,902 ▲ 2.3 桜 井 市 4,969,523 908,200 5,877,723 4,820,748 971,019 5,791,767 85,956 1.5 五 條 市 6,561,962 640,526 7,202,488 6,457,984 677,832 7,135,816 66,672 0.9 御 所 市 3,965,889 488,873 4,454,762 3,890,178 506,639 4,396,817 57,945 1.3 生 駒 市 3,110,940 1,774,092 4,885,032 3,116,669 2,059,533 5,176,202 ▲ 291,170 ▲ 5.6 香 芝 市 3,722,025 1,148,460 4,870,485 3,619,854 1,250,335 4,870,189 296 0.0 葛 城 市 3,605,743 652,010 4,257,753 3,552,214 716,545 4,268,759 ▲ 11,006 ▲ 0.3 宇 陀 市 7,789,269 652,481 8,441,750 7,822,978 698,943 8,521,921 ▲ 80,171 ▲ 0.9 市 計 68,987,305 18,104,413 87,091,718 68,625,188 19,945,684 88,570,872 ▲ 1,479,154 ▲ 1.7 山 添 村 1,303,149 119,054 1,422,203 1,188,535 114,655 1,303,190 119,013 9.1 平 群 町 1,908,742 322,097 2,230,839 1,790,228 334,572 2,124,800 106,039 5.0 三 郷 町 2,086,263 323,478 2,409,741 2,051,842 352,566 2,404,408 5,333 0.2 斑 鳩 町 2,172,369 428,211 2,600,580 2,053,140 470,423 2,523,563 77,017 3.1 安 堵 町 1,291,173 138,923 1,430,096 1,247,225 141,996 1,389,221 40,875 2.9 川 西 町 1,146,752 176,874 1,323,626 1,074,408 184,619 1,259,027 64,599 5.1 三 宅 町 1,532,990 125,878 1,658,868 1,368,558 132,020 1,500,578 158,290 10.5 田 原 本 町 2,505,298 493,901 2,999,199 2,483,501 541,782 3,025,283 ▲ 26,084 ▲ 0.9 曽 爾 村 1,101,101 65,328 1,166,429 1,001,946 62,090 1,064,036 102,393 9.6 御 杖 村 1,270,214 71,305 1,341,519 1,193,427 69,958 1,263,385 78,134 6.2 高 取 町 1,399,125 133,162 1,532,287 1,296,604 137,084 1,433,688 98,599 6.9 明 日 香 村 1,466,342 113,020 1,579,362 1,382,070 111,912 1,493,982 85,380 5.7 上 牧 町 2,236,257 316,861 2,553,118 2,212,490 330,037 2,542,527 10,591 0.4 王 寺 町 1,363,619 355,650 1,719,269 1,448,181 385,525 1,833,706 ▲ 114,437 ▲ 6.2 広 陵 町 2,401,487 570,058 2,971,545 2,318,936 588,385 2,907,321 64,224 2.2 河 合 町 1,668,458 304,945 1,973,403 1,705,605 345,069 2,050,674 ▲ 77,271 ▲ 3.8 吉 野 町 2,259,288 184,354 2,443,642 2,148,430 184,957 2,333,387 110,255 4.7 大 淀 町 2,253,988 304,542 2,558,530 2,164,755 322,946 2,487,701 70,829 2.8 下 市 町 1,858,981 138,897 1,997,878 1,813,038 146,814 1,959,852 38,026 1.9 黒 滝 村 707,321 39,700 747,021 670,168 39,232 709,400 37,621 5.3 天 川 村 1,243,808 71,824 1,315,632 1,163,757 70,135 1,233,892 81,740 6.6 野 迫 川 村 866,819 46,534 913,353 821,911 47,516 869,427 43,926 5.1 十 津 川 村 2,423,381 171,416 2,594,797 2,172,368 167,886 2,340,254 254,543 10.9 下 北 山 村 816,082 57,726 873,808 762,025 57,843 819,868 53,940 6.6 上 北 山 村 918,936 50,468 969,404 856,946 51,171 908,117 61,287 6.7 川 上 村 1,245,941 69,950 1,315,891 1,249,880 73,407 1,323,287 ▲ 7,396 ▲ 0.6 東 吉 野 村 1,238,026 71,449 1,309,475 1,179,883 71,105 1,250,988 58,487 4.7 町 村 計 42,685,910 5,265,605 47,951,515 40,819,857 5,535,705 46,355,562 1,595,953 3.4 市 町 村 計 111,673,215 23,370,018 135,043,233 109,445,045 25,481,389 134,926,434 116,799 0.1 　（注）平成２６年度　普通交付税交付決定額は、当初決定額である。

平成２７年度　普通交付税交付決定額及び臨時財政対策債発行可能額
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２．対前年度の主な増減要素２．対前年度の主な増減要素２．対前年度の主な増減要素２．対前年度の主な増減要素

【 県 分 】

【 市町村分 】

区 分 増 要 素 減 要 素○人口減少等特別対策事業費の新設及び ○地方財政計画の歳出特別枠「地域経基準財政需要額 地域の元気創造事業費の増 済基盤強化・雇用等対策費」の減の○社会保障の充実 高齢者保健福祉費等 反映（ ）○臨時財政対策債償還費 ○減税補填債償還費○地方消費税交付金 ○市町村民税（所得割）基準財政収入額 ○固定資産税（家屋）

区 分 増 要 素 減 要 素○人口減少等特別対策事業費の新設 ○地方財政計画の歳出特別枠（ 地域経基準財政需要額 「○社会保障の充実等 高齢者保健福祉費 済基盤強化・雇用等対策費 ）の減の（ 、 」社会福祉費等） 反映○臨時財政対策債償還費○地方財政計画の維持補修費の増の反映○地方消費税 ○県民税（所得割）基準財政収入額 ○法人事業税 ○県民税（法人税割）
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３．県内市町村の状況３．県内市町村の状況３．県内市町村の状況３．県内市町村の状況

(1) 平成８年度以降、市町村全てが交付団体となっている。

※ 参考 過去直近の不交付団体

平成７年度 生駒市

(2) 市町村別の実質的な交付税（普通交付税＋臨時財政対策債）は、１１団体で減少、２８団体で

増加している。

(3) 前年度との比較

① 増加率の高い３団体

② 減少率の高い３団体

基準財政収入額のうち地方消費税交付金の増、株式等譲渡所得割交付金の

増等

基準財政収入額のうち地方消費税交付金の増、株式等譲渡所得割交付金の

増等

基準財政収入額のうち地方消費税交付金の増、市町村民税（所得割）の増等

・
十津川村 10.9 ％ 基準財政需要額のうち人口減少等特別対策事業費、社会保障関係費（社会

福祉費、高齢者保健福祉費等）の増等

・
三宅町 10.5 ％

・
曽爾村 9.6％

基準財政需要額のうち人口減少等特別対策事業費の増、下水道費のうち事業費

補正分の増等

基準財政需要額のうち人口減少等特別対策事業費、社会保障関係費（社会

福祉費、高齢者保健福祉費等）の増等

％
・ 生駒市 ▲5.6

・
奈良市 ▲5.6 ％

・
王寺町 ▲6.2 ％
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参考：地方財政計画における税収と実質的な交付税の状況（Ｈ２３～Ｈ２７）参考：地方財政計画における税収と実質的な交付税の状況（Ｈ２３～Ｈ２７）参考：地方財政計画における税収と実質的な交付税の状況（Ｈ２３～Ｈ２７）参考：地方財政計画における税収と実質的な交付税の状況（Ｈ２３～Ｈ２７）

（表示単位未満を四捨五入しているため、項目ごとの数値と合計は一致しない。)
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４．地方特例交付金算定結果４．地方特例交付金算定結果４．地方特例交付金算定結果４．地方特例交付金算定結果

（単位：百万円、％）

平成２７年度 平成２６年度 増減額 増　減　率 【備　考】

（Ａ－Ｂ） （Ｃ／Ｂ×100） 全国平均増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

507 512 ▲ 4 ▲ 0.8 ▲ 0.3

760 767 ▲ 7 ▲ 1.0 ▲ 0.3

県      分

市町村分

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除に伴う地方公共団体の減収を

補塡するために交付されるもの。

※表示単位未満を四捨五入しているため、A-BとCが一致しない場合がある。
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・普通交付税と臨時財政対策債を合わせ１，８０５億円

歳入に占める割合は３７．３％

10

【 県 分 】

参考：歳入予算額に占める交付税の割合参考：歳入予算額に占める交付税の割合参考：歳入予算額に占める交付税の割合参考：歳入予算額に占める交付税の割合

※６月補正後予算額

・普通交付税と臨時財政対策債を合わせ１，２５９億円

歳入に占める割合は２３．４％（市町村分計）

・歳入に占める割合は団体によって大きく異なる。

最小：生駒市（７．２％） 最大：御杖村（５４．７％）

【 市町村分 】


